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平成23年12月期 経営概況

Ⅰ. 事業構造の転換

Ⅱ. 第三者割当による増資

Ⅲ. 資本提携の概要
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Ⅰ．事業構造の転換

毎月安定した売上計上が可能な不動産管理・不動産仲介・不動産賃貸を主力事業とする構造改革を実施。

コスト削減・経営合理化を図り、売上に見合った原価及び共通経費を計上できるコスト体質へと転換。

安定した利益の獲得と安定したキャッシュフローによる企業運営ができる事業体制を確立。

・既存投資用マンションを１棟もしくはまとまった戸数で事業法人へ販売
・未着手の土地を事業法人へ売却

・事業縮小に伴い従業員大幅削減
・支店廃止を含む事業所面積等の大幅な縮小による賃料コスト削減
・役員報酬をはじめとする人件費、その他経費の削減

その他の施策

徹底的なコスト削減、経営合理化を実施

安定事業により獲得される利益の範囲で経費
が賄えるまで改善

売却に伴う資金回収、金利コストを削減

継続的な資金の安定化が実現

Ⅰ

不動産賃貸事業

不動産仲介事業

不動産管理事業

不動産販売事業

事業体制の見直し

不動産管理事業・不動産仲介事業・不動産賃貸事業の
コア3事業を主力事業とする事業構造へ転換

不動産賃貸事業

不動産仲介事業

不動産管理事業

不動産販売事業

毎月同水準の売上計上と高い利益率が特徴

安定した利益を計上する事が可能となり、不動産市況に影響
されない安定経営の事業基盤となる
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Ⅱ．第三者割当による増資

背景

未着手用地、在庫物件の売却・事業化により資金回収を早め、債務の圧縮を行ったものの、純資産が大きく減少

通期着地見込みにおいて債務超過が懸念されたことから、早急な自己資本の強化が必要と判断

内容

思源国際発展有限公司（上海徳威グループ）に対して第三者割当増資を平成23年12月19日に実施

当社普通株式33,982株を発行し、149,996千円を調達

目的

第三者割当による増資により自己資本を増加させ、財務基盤を強化

平成23年第3四半期にはほぼゼロだった純資産が回復し、債務超過リスクを回避

平成23年12月期第３四半期 平成23年12月期末 対前四半期比

金額 構成比 金額 構成比 差額 変動率

資産合計 2,832 100.0％ 2,166 100.0％ △666 △23.5％

負債合計 2,832 99.98％ 2,124 98.1％ △708 △25.0％

純資産合計 0 0.02％ 41 1.9％ 41 -

（単位：百万円）

投資不動産が担保となっている事業資金の返済に充当することにより、不動産賃貸事業の収益確保が実現。

徳威グループとの資本関係を形成することで、事業パートナーとしての協調体制を構築。

Ⅰ
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Ⅲ．資本提携の概要

内容

第三者割当先の思源国際発展有限公司が属する
中国の総合不動産カンパニーグループである
徳威グループと資本提携契約を締結

目的

第三者割当増資を受けることによる
・自己資本の早期回復
・財務基盤の強化
・債務超過リスクの回避

徳威グループのもつ中国個人富裕層への販売ルートを当社独自の
販売チャネルとすることができる
・新たな事業機会の創出
・不動産販売事業の再開等による飛躍的な収益改善・利益創出

⇒財務リスクの軽減と事業の安定化により、企業価値を向上させ、株主価値の向上につなげる

資本提携先

※主な実績
柏雅居無錫東和苑
（日本式高級サービスアパートメント）

徳威グループ

思源国際
発展有限
公司

資本提携

第三者割当の引受

Ⅰ
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平成23年12月期 決算概要

Ⅰ. 事業概要

Ⅱ. 連結損益計算書の概要

Ⅲ. 販売費及び一般管理費の推移（連結）

Ⅳ. 連結貸借対照表の概要

Ⅴ. 有利子負債の推移

Ⅵ. 連結キャッシュ・フロー計算書
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Ⅱ

不動産販売事業

戦略上の重点地域である横浜・川崎を中心としたエリアにおいて、主として個人の資産運用を目的とした投資用
マンション「グリフィンシリーズ」の企画・販売。

法人や富裕層を対象とした土地や商業ビル・オフィス等の企画・販売。

不動産管理事業

不動産賃貸事業

不動産仲介事業

その他の事業

当社及び連結子会社である株式会社陽光アセット・インベスターズ、合同会社ＧＦインベスターズワン、一般社
団法人ＧＦトラストワンは、平成19年９月に「ビジネスホテルファンド」を組成し、ビジネスホテルを投資対象とした
不動産私募ファンドの運用を行う。
また、連結子会社である有限会社ヨーコー管財は、既存債権回収の範囲内に限り貸金業を行う。

陽

光

都

市

開

発

事

業

概

要

「グリフィンシリーズ」を中心に約4,500戸の賃貸管理業務（集金代行、更新事務代行等）を受託し、安定した手数
料収入が事業基盤。管理物件の原状回復工事やバリューアップを目的としたリフォーム工事も安定的に受注。

自社保有のオフィスビル・マンション及び駐車場等を賃貸し、安定収益を確保。

顧客から依頼を受けた投資用マンションや不動産マーケットにおける売買仲介及び不動産貸借に係る仲介事業。

Ⅰ．事業概要
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Ⅱ．連結損益計算書の概要

平成22年12月期 平成23年12月期 対前期比

金額 構成比 金額 構成比 差額 変動率

売上高合計 9,116 100.0％ 4,262 100.0％ △4,854 △53.2％

不動産販売事業 7,717 84.7％ 3,353 78.7％ △4,364 △56.5％

不動産管理事業 768 8.4％ 447 10.5％ △320 △41.7％

不動産仲介事業 119 1.3％ 92 2.2％ △26 △22.3％

不動産賃貸事業 426 4.7％ 312 7.3％ △114 △26.7％

その他の事業 84 0.9％ 55 1.3％ △29 △34.3％

販売費及び一般管理費 1,559 17.1％ 551 12.9％ △1,007 △64.6％

営業利益 △247 - △294 - △46 -

経常利益 △443 - △444 - △1 -

当期純利益 3 0.0％ △486 - △490 -

（単位：百万円）

Ⅱ

事業構造の転換を目的とした債務及びコスト圧縮を進めるために、不動産売却による売却損を計上。

不動産管理・賃貸・仲介の各事業においては事業利益を確保し、経費も大幅に削減するも吸収できず
損失を計上。
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Ⅲ．販売費及び一般管理費の推移（連結）

平成22年12月期 平成23年12月期 対前期比

金額 対売上比 金額 対売上比 差額 変動率

販売費及び一般管理費 1,559 17.1％ 551 12.9％ △1,007 △64.6％

（単位：百万円）

平成23年12月期第１四半期において大幅な人員削減による経営合理化を実施。

その他事務所縮小・倉庫面積縮小による賃料コスト削減、社用車の削減、役員報酬の削減などあらゆるコスト
削減に努め、安定した利益を計上するコスト体質へとスリム化を実現。

Ⅱ
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ピーク時の販売費及び一般管理費と

比較すると 約80％ のコストダウン
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平成23年12月期 第３四半期 平成23年12月期末 対前四半期比

金額 構成比 金額 構成比 差額 変動率

資産合計 2,832 100.0％ 2,166 100.0％ △666 △23.5％

流動資産 1,413 49.9％ 756 34.9％ △656 △46.5％

現預金 411 14.5％ 433 20.0％ 22 5.4％

販売用不動産 352 12.4％ - 0.0％ △352 △100.0％

仕掛販売用不動産 494 17.5％ 184 8.5％ △310 △62.8％

その他 154 5.5％ 138 6.4％ △15 △10.3％

固定資産 1,419 50.1％ 1,409 65.1％ △9 △0.7％

負債合計 2,832 99.98％ 2,124 98.1％ △708 △25.0％

流動負債 2,360 83.34％ 1,670 77.1％ △690 △29.2％

固定負債 471 16.64％ 453 20.9％ △17 △3.8％

純資産合計 0 0.02％ 41 1.9％ 41 -

Ⅳ．連結貸借対照表の概要

（単位：百万円）

事業構造の転換により過年度に取得した土地・完成済み不動産を売却。
平成23年第３四半期には純資産がゼロに近づき債務超過が見込まれたものの、第三者割当増資により
自己資本を回復し財務基盤を強化。
不動産売却に伴い有利子負債をさらに圧縮。金利コストも大幅に削減されて収益が改善し、資金も安定。

有利子負債 1,644 58.0％ 1,121 51.8％ △522 △31.8％

Ⅱ
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Ⅴ．有利子負債の推移

平成21年期末 平成22年期末 平成23年第１四半期 平成23年第２四半期 平成23年第３四半期 平成23年期末

有利子負債残高 7,268 3,304 2,216 2,375 1,644 1,121

総資産額 8,962 5,249 3,557 3,530 2,832 2,166

有利子負債依存度 81.1％ 63.0％ 62.3％ 67.3％ 58.0％ 51.8％

（単位：百万円）

長期にわたり未着手であった土地、完成在庫を売却。

資金回収を進めるとともに、有利子負債をピーク時から15％程度にまで大幅削減。金利コストを抑制する
ことで安定的な事業運営体制を実現。財務体質のスリム化に成功。

Ⅱ
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Ⅵ．連結キャッシュ・フロー計算書

平成22年12月期 平成23年12月期

営業活動によるキャッシュフロー 3,293 2,046

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△） 48 △474

減価償却費 41 31

新株発行費 - 8

減損損失 29 -

債務免除益（△は益） △88 -

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6 △19

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 9

支払利息 206 68

固定資産売却損益（△は益） △0 △3

固定資産除却損 - 1

売上債権の増減額（△は増加） 13 △82

たな卸資産の増減額 3,303 3,074

仕入債務の増減額（△は減少） 515 △424

利息の支払額 △220 △59

法人税等の支払額 △3 △3

その他 △560 △81

（単位：百万円）

投資活動によるキャッシュフロー 403 17

担保預金の預入による支出 - △5

有形及び無形固定資産の取得による支出と売却による収入 △5 △4

会員権の売却による収入 - 3

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 385 -

貸付金の回収による収入 1 0

その他 21 21

財務活動によるキャッシュフロー △3,966 △2,042

長期及び短期借入による収入と返済による支出 △3,743 △2,183

社債の償還による支出 △220 -

株式の発行による収入 - 142

配当金の支払額 0 0

リース債務の返済による支出 △2 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △269 21

現金及び現金同等物の期首残高 676 407

現金及び現金同等物の期末残高 407 428

Ⅱ
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今後の事業展開

Ⅰ. 基本方針

Ⅱ. 平成24年12月期 事業計画（連結）

Ⅲ. 平成24年12月期 販売費及び一般管理費計画（連結）

Ⅳ. 今後の成長戦略イメージ

Ⅴ. 新たなビジネスチャンスの展開

Ⅵ. 中長期的経営戦略

Ⅲ
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安定した収益が見込める「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を基幹事業と位置付け、経営資源の集中
やコスト管理の徹底により、収益基盤をさらに強化・拡充する。

Ⅰ．基本方針

収益基盤の強化

年間１～２棟の投資用マンションを供給し、これにより不動産管理事業の維持・拡大をおこなう。
平成24年12月期において、１棟43戸の供給を予定しており、事業法人への１棟販売、さらには国内外のファンドや
個人富裕層にも販路を求め、販売活動を行う。

不動産販売事業の継続

自己資本比率を回復させ、新たな収益獲得のための事業資金を確保するため、様々な資金調達方法を検討・
実行していく。

財務基盤の改善

徳威グループとの事業協力により、当社が持っている投資用マンション事業に関するあらゆるノウハウ、システムを
活用し、中国の個人投資家へ日本の投資用不動産を紹介する売買仲介や、取り扱った物件の賃貸管理を受託す
ることで不動産管理事業の拡大を図ることを検討していく。

新たなビジネスチャンスの展開

Ⅲ



Copyright© YOKO TOSHIKAIHATSU CO.  All rights reserved. -15-

Ⅱ．平成24年12月期 事業計画（連結）

平成24年 上半期 平成24年 下半期 平成24年 通期

売上高 504 1,061 1,565

売上総利益 190 203 393

不動産販売事業 － 18 18

不動産管理事業 118 105 223

不動産仲介事業 24 32 56

不動産賃貸事業 39 46 85

その他の事業 9 2 11

販売費及び一般管理費 156 146 302

営業利益 34 57 91

営業外収支 ▲31 ▲26 ▲57

経常利益 3 31 34

0
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売上 費用 売上 費用

今期の計画推移

経常利益

営業外収支

販売費及び一般管

理費

不動産販売事業

その他の事業

不動産賃貸事業

不動産仲介事業

不動産管理事業

不動産管理事業を中心とした安定収益事業か
ら創出される利益によって販売費及び一般管
理費並びに営業外費用等の会社運営コストを
賄い、安定した経営体制を確立。

平成24年上半期 平成24年下半期

主力事業利益
経費（販売費及び一般管理費＋営業外費用）
経常利益

Ⅲ

（単位：百万円）

百万円
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Ⅲ．平成24年12月期 販売費及び一般管理費計画（連結）

平成23年12月期 実績 平成24年12月期 計画 対前期比

金額 対売上比 金額 対売上比 差額 変動率

販売費及び一般管理費 551 12.9％ 302 19.2％ △249 △45.1％

（単位：百万円）

平成24年12月期においても、さらに厳格なコスト管理の徹底を継続し、大幅な経費削減を計画。

平成23年12月期より249百万円、45.1％のコストダウンを図り、安定収益による経営体制をさらに強化。
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Ⅳ．今後の成長戦略イメージ

不動産賃貸事業

不動産仲介事業

不動産管理事業

不動産販売事業

不動産販売事業の本格的な再開・拡大

供給物件をコンスタントに増やすことで賃貸
管理業務の増加・拡大を目指す

同業他社の参入が比較的難しい横浜・川崎エリアに特
化したドミナント戦略を継続。用地情報の入手や効率的
な賃貸管理の優位性を維持しつつ、建設会社等の事業
パートナーの協力を得ながら、用地取得によるマンショ
ン開発、買戻し方式や共同事業方式等の省資金型事
業スキームを活用した事業を展開。

基幹事業のさらなるサービス向上

不動産管理事業・不動産賃貸事業・不動産仲介事業
により、既に安定した収益基盤を形成しているものの、
経営資源の集中によってマンションオーナーと入居者の
双方のサービスを向上し、「グリフィンシリーズ」のブラン
ド価値を維持。

・賃貸管理業務の受託戸数の増加
・厳格なコスト管理によるさらなる収益基盤の強化・拡充

・保有賃貸不動産の運用維持・規模拡大
・賃貸仲介シェアの拡大

・オーナー・買取業者とのリレーションシップ維持
・自社買取の再開

不動産管理事業

不動産仲介事業

不動産賃貸事業

その他の事業

新規海外事業の展開

資本提携先との事業協働により、中国個人投資家へ日本の投資不動産を
紹介する不動産仲介事業、不動産管理事業の拡大を図る。

不動産販売事業

Ⅲ



Copyright© YOKO TOSHIKAIHATSU CO.  All rights reserved. -18-

Ⅴ．新たなビジネスチャンスの展開

資本提携先との事業協働
徳威グループとの資本提携・事業協働により、中国富裕層を主なターゲットとした新たな
ビジネスモデルを展開。業容拡大により、既存事業の規模拡大を図り、さらに安定した
収益基盤を構築。

資本提携

協働事業

不動産販売事業

・徳威グループの中国富裕層顧客を対象として、日本の
不動産を紹介
・徳威グループの持つ顧客への販売ルートを当社独自
の販売チャネルとして活用可能

陽光都市開発 徳威グループ

・中国マーケットにはない良質な投資用
不動産の提供
⇒高い稼働率の確保による投資商品として
の優位性

・中国富裕層1万人の保有顧客の紹介
⇒国内規制により投資先を日本へ模索
・海外ファンドとの情報・販売ルートの紹介
⇒資金力旺盛な海外ファンドへの独自
ルートを保有

賃貸仲介事業の拡大

・日本から中国へ進出予定の企業を徳威グループへ紹介
徳威グループが中国の事務所・駐在員住居等を斡旋
・日本側窓口として賃貸仲介手数料収益を獲得

・日本国内大手法人に対する賃貸住居斡旋
の実績
・中国進出予定企業の潜在需要の確保

・日系企業を主とした海外企業に対する
賃貸住居斡旋の実績
⇒18,000件の海外顧客保有
⇒毎年年間2,500件以上の新規顧客開拓
⇒日系企業からの絶大なる信頼

不動産開発事業
・グリフィンシリーズの開発で培ってきた投資用マンション
開発のノウハウを徳威グループへ提供
・徳威グループの中国主要都市での投資マンション・商業
施設開発計画に参画することにより収益拡大

・ドミナント戦略に基づいたグリフィンシリーズ
等投資用マンション開発の実績
・マンション開発に適した用地の見極め・
開発ノウハウを提供
・中国国内に同コンセプトのマンションがない
ため、国内初の新事業としての展開が可能

・中国国営企業・日系企業からの信頼
・中国国営企業とのタイアップによる開発
・日系大手百貨店誘致成功の実績

リフォーム事業の拡大
・徳威グループからリフォーム建材をより安価で仕入れる
ことにより、コスト削減を図る

・約4,500戸の管理戸数
・安定収益源であるリフォーム事業のコストを
削減することでさらに収益拡大

・総合建材輸入代理店としての実績
・日系大手建材メーカーの仕入ルートを保有

Ⅲ



Copyright© YOKO TOSHIKAIHATSU CO.  All rights reserved. -19-

不動産管理事業

Ⅵ．中長期的経営戦略

さらなるサービスの向上

入居者様の居住ニーズに合わせたサービスの提供
オーナー様のマンション管理サービスの強化
⇒当社オリジナルの集金代行システムの魅力を
向上させることにより、新規顧客を獲得

リフォーム事業の拡充

管理戸数の増加に伴い、リフォーム事業を拡充
リフォーム手数料による収益の増加

不動産仲介事業の拡充

管理戸数の増加に伴い、賃貸仲介件数が増加
オーナー様とのリレーションシップにより売却検討
中案件の販売仲介件数を増加
仲介手数料収益を安定・増加させる

不動産仲介事業

不動産賃貸事業

安定収益が見込める3事業を主力
事業とした収益構造の構築

過年度に取得した完成済投資用
マンション及び事業用地の売却に
より、資金回収及び有利子負債の
低減が完了

未着手用地・マンション
の事業化・売却 不動産販売事業の再開

物件供給により不動産管理業務受託件数を増加
平成24年12月期においては1棟（43戸）の
販売を予定

不動産販売事業の拡充

採算性を厳密に検証の上、着実に利益が見込める
良質な開発用地を取得もしくは販売物件を確保
オーナー様からの自社買取を再開

人件費削減等により、大幅なコスト
圧縮を実現

販売費及び一般管理費並び
に営業外費用の大幅削減

事業構造の転換

業務フロー等の見えないコストについても徹底管理を継続

更なるコスト見直し・削減

不動産管理戸数の増加・各種管理事業の成長による収益拡大

不動産販売事業による収益拡大

コスト削減による収益拡大

安
定
収
益
型
事
業
構
造
の
強
化

平成23年12月期 中期的展望 将来展望
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本資料は株式会社陽光都市開発及び陽光都市開発の事業をご理解いただくた
めに作成されたものであり、当社への勧誘を目的としておりません。
本資料作成においては、正確性を期するため、慎重に行っておりますが、完全性
を保証するものではありません。本資料の情報によって生じた障害及び損害につ
いては、当社は一切の責任を負いかねます。
本資料の業績予想並びに将来予測は、本資料作成時点で入手可能な情報に基
づき当社が判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。そ
のため、事業環境の変化等の様々な要因により、実際の業績において、言及また
は記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となることがあることをご承知お
き下さい。

本資料お取扱のご注意


